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本日申し上げたいこと

（財政政策）

• 需要の喚起から生産性の向上（供給
サイド）への財政政策の転換

• 変わる潮目：金利上昇への備えを

（社会保障）

• 安定的社会保障財源の確保

• 異業種＝新たな担い手の医療・介護
への参入が必要

（地方財政）

• 国から地方への「おカネ」の流れの見
える化を

• 広域連携による地方行財政の効率
化・持続性の確保
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財政規律について
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これからの危機

• コロナ禍・物価高だけが我が国の危機では
ない

• これからの危機＝人口の高齢化による社会
保障費の増加・労働力の低迷（低成長）

Ø我が国の今世紀前半の「構造問題」であっ
て、脱デフレ・コロナ克服で解決するわけで
はない

• 財政が持続可能でなければ社会保障も持
続しない・・・・⇒平時の財政健全化が必要

ü例：社会保障と税の一体改革

時間

これまでの危機

いまの危機

これからの危機

コロナ禍・
物価高

デフレ経済

社会の高齢化

2020年

2040年
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良い借金と悪い借金・・・

• 誤解：低金利であれば、借金＝財政赤字を続けても構わない・・・

• 良い借金と悪い借金がある

p良い借金＝将来の生産性の向上（将来世代の受益）に繋がる投資のための借金

ü 「60年ルール」の趣旨（公共施設・社会インフラの耐用期間に対応）？

Ø低金利のうちに投資支出の「前倒し」も選択肢⇒将来の投資支出（財政赤字）の軽減

• 悪い借金＝現在世代の受益のための借金（収入不足の穴埋め）

p災害・不景気等のリスクを将来世代と分担（シェア）？⇒長期的財政収支の均衡が前提（災害・不況時には
赤字、平時・好況時には黒字）

Ø 「恒常的」な財政赤字⇒将来世代のリスクを現在世代は分担していない・・
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短期の需要の喚起だけでなく、

将来の生産性向上につながる財
政赤字＝借金の使い方が必要



参考：穴を掘って埋める公共事業

• 何故、「規模」が優先されて、「中身」が問われないのか？

p財政出動の質より量への信仰

ü 「穴を掘って埋める公共事業」

• 一見無駄に思える事業であっても雇用・所得の創出に繋が
れば、マクロの需要を喚起＝「乗数効果」

p典型的ケインズ政策？⇒需要サイドに偏った財政政策

• 将来の成長に繋げるのであればサプライサイドの生産性
向上が必要

ü例：経済のデジタル化の推進

p2度にわたる2020年度補正予算はデジタル化関係費が全
体の1%程度だった。海外に比べ行政のデジタル化が遅れ
るなか、巨額予算に占めるIT（情報技術）投資はわずか。

日本経済新聞（２０２０年６月２５日）
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穴を掘って埋める公共事業

雇用・所得の創出

消費（需要）の喚起

乗数効果

事業自体は新たな価
値を生まないという意
味で無駄



バンカーショット？

• 一度大規模な財政出動（景気対策・分配政策）を
行えば、経済は「自律的」に経済は成長して格差
は是正される？

p格差は景気・コロナ要因？

ü現状＝バンカー⇒ショック療法（大規模な財政出
動）で経済は上昇気流に乗る？

• 実際は構造的・・・

ü構造的な分配政策には持続的な財源が必要・・・

p構造改革に欠いている
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参考：ISバランス論再考・・
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財市場均衡式
（ＩＳバランス） ＧＤＰ（生産量） 消費 投資 政府支出

純輸出
（輸出ー輸入）

双子の赤字

クラウディングアウト

ケインズ経済学（乗数効果）

セイの法則（供給が需要を生み出す）

何が調整されるか
異なる解釈



経済対策：「需要」対「供給」

生産量（GDP) 消費 民間投資 政府支出 （輸出ー輸入）

労働力 生産性

働き方改革 デジタル化
（オンライン化）

地球環境への影響

グリーン化（グリーン・ニューディール）

供給サイド政策

財政拡大による需要の喚起

円安誘導

従前の経済対策は
需要喚起に偏り？
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失われた財政規律？

• 誤解：積極的財政政策（出動）において財政規律は必要ない？

⇒財政の拡大は財政規律の弛緩を容認するわけではない・・・

• 財政規律のマクロとミクロ

p マクロ＝歳出の総額を制御（コントロール）できるか？

p ミクロ＝優先順位の高い政策・事業に重点的に配分できているか？

Ø制御できない財政拡大は非常時（＝コロナ禍）に留まらず、平時（＝コロナ収束後）も赤字を膨張させ財政
の持続性を危うくしかねない

ü一度拡げた「風呂敷（＝財政）」を閉じることができるのか？

Ø 「規模優先」の財政政策は費用対効果の検証が乏しく無駄の温床になりかねない・・・

ü政府が推進してきたEBPM（証拠に基づく政策形成）、ワイズスペンティングにも反する
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参考；新たな財政ニーズを契機にした歳出拡大要求

• 従前、新しい財政ニーズには財政規模を拡大させて
きた⇒「量」による対応

ü例：子育て支援、国土強靭化（防災）、防衛費・・

• 歳出改革＝政策の優先順位の見直し

p従前の行政事業レビューは個別の事業の可否を問
うのみ・・・

• ミクロの財政規律＝財政の「質」の改善

p既存事業の見直しは？

p優先順位に応じた予算配分

⇒規模を拡大させることなく、配分を見直し・効率化に
よっても対応は可能＝ワイズスペンティング
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既存事業への支出

新しい財政ニ
ーズへの支出

財政規模の拡大

優先順位の
見直し

－1

財政規模一定



「量」から「質」

• 何故、我が国の財政は「規模ありき」なのか？

⇒「規模」で評価される財政・・・・

• 経済・社会への効果は規模＝量（インプット）よりも
中身＝質（アウトカム）

⇒ワイズスペンティングへ

• メリハリのある予算配分＝優先順位をつける

• 具体的な手法（例）

p支え手（働き手）を支えるセイフティーネット

p政策・事業を検証、ＰＤＣＡサイクルに繋げる仕組み

pエビデンス（証拠・データ）に基づく政策・合意形成へ

p民間資金の活用・規制の見直しも・・・

インプットからアウトカムへ
の財政政策の評価を転換
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参考：デフレが支えた財政赤字

• デフレは財政赤字（税収の低迷・景気対策予算の拡大）の原因であると同時に国債の安定消化を持続可
能にする要因でもある

pデフレ下では企業・家計は投資・消費を抑制⇒資金余剰の発生⇒公共部門が民間の余剰資金を吸収

p財政赤字＋低金利＝デフレ不況モデル
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一般政府 非金融法人企業 家計

出所：日本銀行
「資金循環統計」



参考：変わる「潮目」
• 財政政策が前提としてきた経済環境が変わりつつある

pこれまでの前提

ü金融緩和による低金利 ⇒国債コスト（利払い費）が抑制（「日本国債のパラドックス」）

üデフレ経済による「カネ余り」⇒国内で安定的な国債消化

p状況の変化（現状は「維持」可能ではない）

ü諸外国の金融政策の変更・エネルギー価格の高騰⇒円安・国内物価の上昇、金利の上昇圧力

Ø財政規律が欠如（量ありきの財政出動と赤字国債への依存）したままでは市場からの「攻撃」への反撃能力に欠く

• 短期の物価高対策（低所得層への給付等）と中長期の経済構造の転換（再生エネルギー・省エネ技術の推進等）

• 新たな非常時（巨大災害・有事など）に備えた財政余力の確保
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出所：令和４年度予算の後年度歳出・歳入への影響試算



社会保障について
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回答数
1 逆進的で不公平 48
2 景気に悪影響 42
3 世代間で公平 96
4 投資や雇用への歪みが少なく効率的 99
5 安定財源 170
6 その他 12
７ わからない 6

Q8.あなたの消費税に対するイメージとしてあてはまるものを2つまで選んでくだ
さい。（2つまで）

社会保障の安定財源

• 財源を赤字国債に依存した「給付先行型」から「給付・負担
一体型」への転換

ü赤字財源は恒久財源にはならない

p所得制限のない普遍的給付であれば、負担も普遍的（広く
薄い負担）

• 社会保障の財源は保険料か消費税が原則

ü社会保険料は勤労世代の負担が重く、世代間で公平では
ない上、雇用にも悪影響

p公平・効率的な安定財源は消費税・・・

p消費税は逆進的？⇒低所得者へ給付等の措置で逆進性を
緩和

ü社会保険料も低所得層に相応の負担を求めている

出所：「経済学者を対象とした経済・財政についての
アンケート調査」
https://www.tkfd.or.jp/research/detail.php?id=4160

経済学研究者の間では安定的で効率的な財源とし
て評価されていることが確認できた。また、世代間の
公平を重んじていることも伺える
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参考：何故消費税か？

消費税の性格 経済的帰結

仕入れ税額控除 税負担が生産過程に堆積しない⇒経済活動を（直接的に）損なわない

仕向地主義課税 輸入品課税・輸出品ゼロ税率⇒税負担と国際競争力の遮断
ü 国内の財政需要の充足と国際競争力の確保の分離
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政府税調中期答申「消費税は、世代や就労の状況にかかわらず、消費の水準に応じて、国民が幅広く負担を分

かち合う。所得に対して逆進的であるとの指摘がある一方、・・・・・や生産、勤労意欲に対する影響や景気によ

る税収の変動が相対的に小さい。国境税調整の仕組みの存在により、内外の税率差による国際競争力への影

響を遮断できる。 ・・・人口減少・少子高齢化と経済のグローバル化が進む中、消費税の役割が一層重要になっ

ている」



参考：消費税を巡る誤解

• 「原因」と「結果」の混同

p誤解＝消費税増税は景気後退の「原
因」・・・

p実際＝消費税増税は社会保障費の
増加・財政悪化の「結果」

• 問われるのは高齢化社会においてど
のように社会保障給付等の財源を確
保する、給付等を抑えるか？

原因 結果

通念 消費税増税 景気後退

実際 社会保障費増・財政悪化 消費税増税
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出所：内閣府



参考：家計に重い社会保険料の負担
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出所：「家計調査2021年」 20

全国・二人以上の世帯のうち勤労者世帯
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規制改革推進に関する中間答申

出所：日本医療ベンチャー協会提出資料（規制改革推進会議）
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参考：成長の促進に向けて：新たな担い手

• 「新たな」経済・社会環境（デジタル化・グローバル
化等）において経済成長を促すには「新たな」に担
い手が必要

• 「既存」の規制は「既存」の担い手を保護⇒「ムラ社
会」を形成

ü新規参入を阻害する規制（現場のローカルルールを
含む）が多く存在

ü 「郷に入れば郷に従え」ではない

p例：デジタル医療機器、卸売市場の売買参加など

ü中小企業政策・地方創生を含め「入口」は経済政策
＝経済成長でも、「出口」は社会政策＝保護

• 担い手の「新陳代謝」＝異なる領域の事業者（例：IT
事業者）の新規参入を可能にする規制改革

pヒト＝担い手、カネ＝民間資金、モノ＝既存施設等
を動かす（分野間での再配分による生産性向上）

『規制改革推進に関する答申』ー主な実施事項についてー

出所：「規制改革推進に関する答申」
23



タスクシェアの促進

• 現在の医療は医師・看護師、薬剤師が各々の「領
域」（＝タスク）をそのままに「連携」でもってサービ
ス提供をすることが前提

⇒「連携」する相手がいないときにはどうするか？

p例：「夜間で医師と連絡が付かない」、「薬を調達
したくても薬局が既に閉まっている」、「近くに医療
機関・調剤薬局がない」

⇒異なる職種間でタスクをシェアする必要がない
か？

p例：訪問看護ステーションにおける薬剤を常備、
在宅医療等で薬剤師が採血、患者や家族・介護
士等による医療機器の装着・測定など

出所：規制改革推進会議厚労省提出資料
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25第４回医療・介護・感染症対策ワーキング・グループ（令和４年12月15日）



規制改革推進に関する中間答申：其の二

26令和４年 12 月 22 日 規制改革推進会議



タスクシェア／タスクシフトに関する規制改革提案

医療関係職の「連携」について、患者団体からは、「謳われているが実体化されていないのが現状」「職種間のに
じみだしを考えなければならない」「過去10年でタスクシェアが進んだとの実感はない」との指摘。

看護師

○ ナース・プラクティショナー制度の創設

○ 訪問看護ステーションへ配置可能な薬剤の拡充

薬剤師

介護職員

○ 在宅患者への点滴交換、褥瘡への薬剤塗布

○ 薬局における穿刺器具を用いた採血

○ 調剤業務の外部委託

○ ホルター心電計の装着

日本看護協会 等

日本看護協会 等

スギメディカル株式会社

日本保険薬局協会

日本経済団体連合会 等

日本経済団体連合会

提 案 内 容 ／ 提 案 者
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オンライン診療の受診場所について

再診のみ(初診は離島・僻地において医師
の急病時など限定的・例外的場合のみ可)

限定(生活習慣病等)

・診療先は30分内に通院可能な医療機関
・同一医師が対面と組合せ(3月に１回は対面)
・件数制限(再診料等件数の1割以下)

・医療提供施設(診療所などの医療機関)
・居宅等(自宅、特養、職場※)
※オンライン診療指針に記載

初診も対象(かかりつけの医師、
それ以外の一定の医師)
※地理的限定も撤廃

制限なし
※急病急変は例外的に不可

制限なし

－同左－

初診可否

対象疾患

実施方法

実施場所

新型コロナ前 令和４年４月～(恒久化)

(参考) オンライン診療の層別利用状況
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(出所)LINEヘルスケアのデータを基に規制改革推進室作成
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オンライン診療は、今年度から各種制約が撤廃され大きく進展したが、デジタル機器の操作に疎い高齢者の利用は限定的で
取り残されている状況。
このため、受診場所に関する規制(現行は、医療機関内か自宅に限定)を改め、自宅外、例えば、デイサービスや公民館でス
マートホンの使用法などのサポートを受けながらの受診も可能としてほしい声(地方団体、患者団体等)。【規制改革実施計画に
記載され、令和4年度中に結論を得ることとされている】
→コロナ下で進展した改革を着実に普及させ、前進の必要。

今回の議論

（医療提供施設）
特例として、僻地等に
おいて、公民館等にオ
ンライン診療のための医
師非常駐の診療所を
開設可能とする

（厚生労働省案）

論点・考え方

（居宅等）
デイ等の取り扱いは不
明確

•オンライン診療を僻地等(全国でも人口
は約13万人)に限定することは、事実
上、ほとんどの高齢者をオンライン診
療から排除するものではないか

•診療所開設を求めると、１か所で特
定の医師しか受診できず、高齢者等
の利便性が大きく損なわれる(複数の
医療機関の対応が不可)

・現在オンライン診療が認められている
職場と同様に、デイサービスや学校も
例示して、高齢者や子供の適時の受
診を確保していくべき
・乱用防止策もしっかり検討する必要

⇒

・昨年春に改訂されたオンライン診療指針(厚労省)の考え
方を踏まえ、あくまで、現場の医師と患者が対面かオンライ
ンかを選択できることが重要(利便性を安全性より優先す
べきという主張ではない)
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国と地方の関係

30



国と地方の財政関係

出所：財務省資料

地方の財源は国からの補
助金（交付税・国庫支出
金など）に大きく依存して
きた

31



地方への財源保障

32

地方支出＝地方収入

自治事務

法定受託
事務 国の関与・規制

一般財源

特定財源

国の財源保障

u表裏一体の国の関与と地方の甘え

p 地方財政法第13条第1項「（地方が）新たな事務を行う義務が負う場合において
は、国は、そのために要する財源について必要な措置を講じなければならない」

u地方財政計画＝国（総務省）が見積もった
地方全体の歳出の見通しと所要の財源措置



財政制度等審議会財政分科会資料（2022年10月13日）
33



出所：経済財政諮問会議

コロナ禍で拡げた風呂敷を閉
じることができるか？
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参考：非常時の財政支出の恒常化？

• 歳出拡大（当初予算から約60兆円
増）は一時的？

⇒コロナ禍が収束すれば歳出水準も
元に戻るか？（ワニの口は閉じるの
か？）

• コロナ禍でダメージを受けた中小企
業、観光産業、医療機関等への支
援が（名目を変えながら）継続？

ü危機対応の「既得権益化」

p危機の平常化⇒財政の膨張に歯止
めが掛からない・・・

出所：財務省資料 35



ＰＤＣＡは回るのか？

出所：財務省財政制度等審議会

p 一般財源としての交付税の性格
上、政策評価に馴染まない？

ü評価は自治体レベルでも実施可
（例：一般財源を住民のニーズに応
じて配分しているか？）

ü自分たちの税金とは異なり、補助
金にはコスト意識は働きにくい

uＰＤＣＡサイクルを回すという観点か
らの地方財政計画・交付税の見直しが
必要ではないか？

ü 地財計画・交付税、普通会計（地方）
と予算の項目を揃える必要あり
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合わない尺度

給与関係経費

一般行
政経費

投資的経費

公債費

その他

総務費

教育費

厚生費

土木費

地域経済基盤強化・
雇用等対策費

単独

補助

人口減少等特別
対策事業費

その他

総務費

教育費

民生費

土木費

公債費

産業経済費
商工費

その他

内訳なし

注：公債費・投資的経費
の一部は別途算定

地財計画 基準財政需要算定 地方決算

地域経済・雇用対策費

地域の元気創造事業費

地方決算に
溶け

37



我が国の地方分権

38

現状 あるべき地方分権

地方分権 全国一律＝自治体の規模・財政力とは無関
係に同じ権限・責任 ⇒集権的分権改革

非対称的地方分権＝自治体の実力に応
じた分権
⇒先行事例の積み重ね

地方税 l「横並び志向」
l法人課税に偏重した応益原則

l各地方が独自に財政責任を充足
l応益原則は住民課税に徹底

国と地方の関
係

国の幅広い財源保障が前提
＝保護者責任

l国と地方の役割分担・責任関係の明確
化
⇒財源保障の縮減・範囲の明確化

Ø「西尾私案」（2002年11月地方制度調査会小委員会）＝「人口が一定規模に至らない小規模自治体につい

ては「法令により基礎的自治体に義務づけられた事務のうち窓口サービス等を処理することとし、他の事務

は都道府県に処理を義務づける」（事務配分特例方式）



これまでの地方分権は市町村を「受け皿」としてきた・・・

39



地方に欠いているもの・・・

「人口減少が著しい地方部では、行政サービスの確保に向けて、デジタル技術等を活用しな がら、市町

村間の広域連携や都道府県による小規模市町村の補完等の対応を進める必要がある。」（経済財政運
営と改革の基本方針 2021）

現状 課題

ヒト ・正規職員に加えて「会計年度任用職員」
（非正規雇用）で業務にあたる

ü 学校教育を含めてフルセットのサービス
提供（＝仕事の丸抱え）

・専門知識（デジタル・民間との契約等）の
ある人材の欠如
・人口減少とともに職員の確保が困難

モノ ・学校・上下水道、道路等のインフラは整備 ・既存インフラの老朽化と更新投資
・（ソフトと合わせた）防災投資の必要性

カネ ・基礎的財政収支は黒字
・地方基金残高は増加傾向

・国から財政移転（交付税・補助金等）に
支えられた地方財政

40



出所：総務省資料
41
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経済学者・国民を対象とした経済・財政につ
いてのアンケート調査
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国民・経済学者を対象とした経済・財政についてのアンケート調査
• 東京財団政策研究所の研究プロジェクトの一環として、一般国民及び経済学者に対して日本経済と財政

に関する見通しについての質問紙調査（ウェブ調査）を行う「一般国民を対象とした経済・財政についての
アンケート調査」及び「経済学者を対象とした経済・財政についてのアンケート調査」を実施した。

p多様な国民に受け入れられる財政再建・社会保障制度改革の在り方：行動経済学・政治学の知見から |
研究プログラム | 東京財団政策研究所 (tkfd.or.jp)

（一般国民向け調査）

üネット調査、回答者数1000

üアンケート期間：2022年12 月2日～5日

（経済学者調査）

• IDEAS”Top 25% Institutions and Economists in Japan”に掲載された大学の研究者（経済学）を対象に公開
データによってリストを作成

phttps://ideas.repec.org/top/top.japan.html

üアンケート期間：2022年11月4日14：30～11月24日18：00

ü対象者数727

ü回答者数282（回答率38.8％） 44



アンケート結果の概要

• 経済学者・国民ともは財政赤字を問題視

p財政赤字を放置した場合、増税・歳出カットなど厳しい財政再建を予見

üMMT（現代貨幣理論）は国民、経済学者の総意ではない

p財政赤字の原因としては国民は社会保障よりも公務員の人件費や無駄遣いを挙げる傾向

• 経済成長に対しては経済学者・国民とも懐疑的

ü上げ潮派的思考は少数派？

• 経済学者は消費税に対しては好意的（社会保障の財源として必要）な一方、国民は消費税に対して批判
的

⇒問われるのは財政再建の是非ではなく、その手段としての消費税かもしれない。
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経済成長への見通し

一般国民向けアンケート調査

経済学者向けアンケート調査

回答数 割合(%)

1 高い成長は可能 3 1.1

2 大規模な財政出動があれば成長は回復 9 3.2

3 構造改革で成長は回復 104 36.9
4 成長は困難 141 50.0
5 その他 13 4.6
6 わからない 12 4.3

282

Q4.日本経済の将来的な成長可能性についてのお考えを教えてください。2030年度までを念頭に
お答えください。（ひとつだけ）

合計

回答数 割合（％）
1 高い成長は可能 36 3.6
2 大規模な財政出動があれば成長は回復 121 12.1
3 構造改革で成長は回復 201 20.1
4 成長は困難 432 43.2
5 その他 5 0.5
6 わからない 205 20.5

合計 1000

Q2.日本経済の将来的な成長可能性についてのお考えを教えてください。2030年度までを念頭にお答えくだ
さい。
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1 財政赤字は大変な問題 125
2 財政赤字はある程度問題 119
3 どちらともいえない 16
4 財政赤字はあまり問題ではない 17
5 財政赤字はまったく問題ではない 2
6 わからない 3

282合計

Q7.日本の財政状況についてお伺いします。財政赤字についてどのようにお考えですか。
以下の中から、あてはまるものを1つ選んでください。（ひとつだけ）

財政赤字への評価

47

回答数 割合（％）
1 財政赤字は大変な問題 404 40.4
2 財政赤字はある程度問題 251 25.1
3 どちらともいえない 103 10.3
4 財政赤字はあまり問題ではない 89 8.9
5 財政赤字はまったく問題ではない 27 2.7
6 わからない 126 12.6

合計 1000

経済学者向けアンケート調査

一般国民向けアンケート調査



財政赤字の原因

48

経済学者向けアンケート調査

一般国民向けアンケート調査

1 社会保障費 175
2 公共事業 125
3 高い公務員の人件費 404
4 政治の無駄遣い 715
5 その他 46
6 わからない 98

 Q13.財政赤字の原因は何だと思いますか。あてはまるものを2つまで選択してくださ
い。（2つまで）

1 社会保障費 203
2 公共事業 55
3 高い公務員の人件費 5
4 政治の無駄遣い 116
5 その他 41
6 わからない 7

Q14.財政赤字の原因は何だと思いますか。あてはまるものを2つまで選択してくだ
さい。（2つまで）



1 逆進的で不公平 48
2 景気に悪影響 42
3 世代間で公平 96
4 投資や雇用への歪みが少なく効率的 99
5 安定財源 170
6 その他 12
７ わからない 6

Q8.あなたの消費税に対するイメージとしてあてはまるものを2つま
で選んでください。（2つまで）

消費税への認識

49

1 .逆進的で不公平 238
2 景気に悪影響 441
3 世代間で公平 183
4 投資や雇用への歪みが少なく効率的 67
5 安定財源 220
6 その他 17
7 わからない 159

 Q5.あなたの消費税に対するイメージとしてあてはまるものを2つまで選んでください。（2つまで）

経済学者向けアンケート調査

一般国民向けアンケート調査



参考：消費税批判の悪循環？

50

・消費税増税に反対

・税負担の緩和措置
ü 軽減税率
ü 経済対策の追加（プレミアム商品券など）

・制度の複雑化
・ばら撒き批判

p 景気に悪影響
p 不公平・・・

増税反対への対処
が増税反対の理由
を増やす
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